
岐阜県の農業・農村について

＜第3回政策討論会発表資料＞

平成１９年１２月１１日
岐阜県の将来構想研究会

※本レポートは、「岐阜県の将来構想研究会」における研究の途中経過として、現状認識と考え得る方向性をまと
めたものであり、県としての公式な考え方を示したものではありません。 1



本日の発表の趣旨

・農業・農村は、人口の減少が続く中で、特に高齢化を先
取りしていると言っても過言ではありません。

・人口の減少により、食料消費量は減少し、高齢化により
農業の担い手も減少していくことが予想されます。

・本日の発表は、研究会で行ってきた、「産業としての農
業」「担い手」「農地」などの現状分析と推計を基に、今
後、本県農業において懸念される点について政策の方向性
をまとめたものです。

・一方、農業・農村が持つ「いやし」や水田が持つダム機
能などの災害防止に対する関心はますます高まると考えら
れます。
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１ 本県農業の現状

産業としての農業
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県内産業のなかの農業

農業は県内総生産の1.0％で、703億円

平成16年度県民経済計算によると、県内総生産は（名目）は７兆1,108億円で、前年
度に比べ1.0％減少。このうち、農業は703億円で、前年度に比べ4.8％増加し、第１次
産業に占める割合は84.7％

産業別 県内総生産(名目）
単位：億円

年 度 平成8年 構成比 平成12年 構成比 平成15年 構成比 平成16年 構成比

第1次産業 1,129 1.5% 908 1.2% 812 1.1% 830 1.2%

うち農業 836 1.1% 698 1.0% 671 0.9% 703 1.0%
第2次産業 28,416 38.2% 25,700 35.2% 24,738 34.5% 23,986 33.7%

第3次産業 47,986 64.6% 49,432 67.7% 49,613 69.1% 49,677 69.9%

県内総生産(名目） 74,294 100% 73,059 100% 71,797 100% 71,108 100%

資料：平成16年度県民経済計算
（注）第１次～第３次産業の合計は、帰属利子等が控除前のため、県内総生産とは一致しない。

県内総生産…県内各経済部門によって新たに生み出された価値の総額
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農業産出額の推移

○農業産出額は、昭和59年をピーク(1,752億円)に減少、
平成17年は1,242億円で近年はほぼ横ばい

○農業は繊維工業とほぼ同じ規模産業
野菜、畜産は情報サービス産業に匹敵

農業産出額の推移
農業産出額は、年内（1月～12月)に生産された各農産物の生産量(自家消費量を含む。）から種
苗、飼料、果樹苗木、種卵及び子豚等の中間生産物を控除した数量に農家の庭先価格（市場の
卸売価格から手数料・運賃を差し引いた価格）を乗じ、市町村を単位として推計

耕
種
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1 275

米287億円

野菜：337億円
畜産：433億円
◆情報サービス
産業の年間売

資料：生産農業所得統計
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野菜337億円

果実57億円

花き76億円

その他46億円

肉用牛101億円

乳用牛63億円

豚55億円

鶏211億円

加工農産物
5億円

その他3億円

水産47億円

産業の年間売
上高（H17） 404
億円

農業産出額
(水産含む)：

1,289億円
◆繊維工業の
出荷額
（H17）
1,359億円

1,289億円
(水産含む) 5



産出額のトップは米、次いで鶏卵、肉用牛、ほうれん
そうが続く。地域別では高山市がトップ。

品目別農業産出額の構成比

米
(23)

その他
(39)

鶏卵
(11)

資料：生産農業所得統計（H17）より。

肉用牛
(8)

トマト
(6)

ほうれんそう
(5)

生乳
(4)

豚
(4)

高山市は、東海3県に
おいて第3位

1位は田原市の779億円（全国1位）
2位は豊橋市の495億円（全国5位） 6



米は西濃・飛騨地域など幅広く生産。野菜・肉用牛は高山市が
圧倒的に大きく、飛騨地域が中心。養鶏は東濃地域。

①高山市 ２４億円
②海津市 ２２億円
③中津川市 １９億円
④恵那市 １８億円
⑤岐阜市 １７億円

米：287億円

①高山市 ８３億円
②中津川市 ３３億円
③岐阜市 ３１億円
④海津市 ２９億円
⑤上石津町 １５億円

野菜：337億円(いも類含まず）
野菜の３割は
高山・飛騨市

米は西濃地域
が主力

品目別にみた主な市町別農業産出額

⑥養老町 １５．３億円
⑦大垣市 １５．２億円

資料：生産農業所得統計（H17）より。肉用牛、養鶏のデータ秘匿市町は除いている。

⑥各務原市 １２．４億円
⑦飛騨市 １１．８億円

①高山市 ３４億円
②中津川市 １２億円
③郡上市 ８．７億円
④飛騨市 ８．５億円
⑤下呂市 ６億円
⑥関市 ５億円

肉用牛：101億円

①瑞浪市 ５４億円
②岐阜市 ３０億円
③中津川市 １９億円
④関市 １４億円
⑤山県市 １３億円
⑥美濃加茂市 ９億円

養鶏：211億円肉用牛の１／２
は飛騨地域
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区 分
岐 阜 県

単 位 年 次 １ 位 ２ 位 ３ 位
全国順位 数 量 等

農家戸数 １２位 78,459 戸 17 長野 茨城 新潟
農業就業人口 ２３位 66,102 人 17 茨城 福島 北海道

農
業
経
営

総所得 ２１位 5,050,000 円 17 東京 神奈川 大阪
農業所得 ４０位 548,000 円 17 北海道 宮崎 神奈川

農外所得 ２５位 2,160,000 円 17 東京 神奈川 石川
農業依存度 ３８位 20.2 ％ 17 北海道 宮崎 群馬

農

作

耕地面積 ２７位 59,100 ha 18 北海道 茨城 新潟

農業産出額 ２７位 124,150 百万円 17 北海道 鹿児島 茨城

水陸稲 ２６位 121,000 t 18 北海道 新潟 秋田
麦 １８位 6,440 t 18 北海道 福岡 佐賀

大豆 １９位 3,860 t 18 北海道 秋田 宮城
だいこん １５位 33,320 t 17 北海道 千葉 青森
にんじん １２位 6 610 t 17 北海道 千葉 徳島

岐阜県農業の全国における位置等
がんばる飛騨・美濃の園芸農業産出額は、全国

２７位であるが、
ベストテンに入る園
芸品目、水産関連指
標が多数あり

物

収

穫

量

等

にんじん １２位 6,610 t 17 北海道 千葉 徳島

ほうれんそう ５位 12,600 t 17 千葉 埼玉 群馬

トマト ８位 30,000 t 17 熊本 千葉 北海道

えだまめ ９位 2,590 t 17 千葉 山形 新潟

いちご １４位 3,780 t 17 栃木 福岡 熊本

かき ４位 18,900 t 17 和歌山 奈良 福岡

くり ４位 1,050 t 17 茨城 熊本 愛媛

花き出荷量(鉢物類) ３位 28,100 千鉢 17 愛知 埼玉 岐阜
茶（荒茶生産量） １４位 820 t 17 静岡 鹿児島 三重

飼
養
頭
羽
数

乳用牛 ２８位 9,720 頭 18 北海道 栃木 岩手
肉用牛 ２１位 35,400 頭 18 北海道 鹿児島 宮崎
豚 ２４位 102,100 頭 18 鹿児島 宮崎 茨城

採卵鶏 ９位 4,797 千羽 18 千葉 愛知 茨城

ブロイラー ２３位 1,106 千羽 18 宮崎 鹿児島 岩手

水
産

あゆ漁獲量 ３位 461 t 17 茨城 栃木 岐阜
ます類養殖収穫量 ５位 693 t 17 静岡 長野 山梨

資料：農林業センサス、生産農業所得統計、耕地面積調査、農業構造動態調査、農業経営統計調査、作物統計調査、畜産統計調査、食鳥処理場調査等 8



流通の実態
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農業者

消

岐阜県産米の流通実態（平成16年推計）

生産量

2,253ha

1,843ha

4,515ha

26億円

21億円

51億円

243戸

53戸

14,490戸

全農
集荷分
42,700t集荷・

販売
66,800t
(52%)

主食用
35,700ｔ

加工用等
6,900ｔ

小売店
等

業務用

県内 7割
その他 3割

費

者

生産量
127,600t

作付面積
26,200ha

農家戸数

69,504戸

産出額

298億円
資料：ＪＡ全農岐阜米穀販売課、生産者の米
穀現在高調査（農政事務所）を基に推計

17,589ha
200億円

54,718戸

個別経営体

農業法人

その他農業者

集落営農組織

全農以外に
販売

24,100t

,

自家消費、
縁故米

34,200t
(27%)

その他
26,500t
(21%)

種子など

資料：米の品種別作付け状況調査、
作物統計調査、生産農業所得統計 10



米の価格

18,841
（ぎふ）

20,910
（ぎふ）

22,760

18 508

21,078

20 000

22,000

24,000

米
の
価

ぎふコシヒカリ

全国

平成17年の米の価格(60kg当たり)は15,128円で、10年
前の平成7年20,204円と比較して5千円下落

平成7年全国
20,204円

平成17年全国
15,128円

平成19年
10月3日現在

△5,076円

(財)全国米穀取引・価格形成センター公表結果より
※平成18年産、19年産価格は、県算出の推計値

22,115
（ぎふコシヒカリ） 13,818

（ぎふ）

18,508

13,748

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000価
格

（
円

/
6
0
k
g
）

平成5年：冷夏、作況指数74
平成15年：冷夏、作況指数90
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農業者

消

岐阜県産野菜の流通実態（平成16年推計）

生産量

1,449ha

1,335ha

785戸

945戸
114億円

73億円

出荷
103,400

t
(69%)

市場
出荷

91,200t
(88%)

県内
51,500ｔ
(56%)

県外
39,700t
(44%)

量販店
30,500t

小売店
13,300t

加工・業
務向け

7 700t

費

者

生産量
149,000

t

作付面積
7,792ha

5,008ha

農家戸数

48,782戸

47,052戸

産出額

369億円

億

182億円

認定農業者

準認定農業者

その他農業者

自家

消費
45,600t
(31%)

7,700t

京浜 7%
京阪神 47%
名古屋 28%
北陸 19%

市場外
出荷

12,200t
(12%)

契約出荷 4,100t
朝市・直売所 5,900t
個人直売 2,200t

資料：岐阜県の野菜と果実 (岐阜統計・情報センター)
野菜生産出荷統計(農林水産省）
ＪＡ全農岐阜販売実績
地方卸売市場実態調査（岐阜県） から推計

資料：作物統計調査、生産農業所得統計
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トマト

生産量は、3万900トン（平成16年産） 年間県民消費量の479％を生産
・冬春トマト（3～６月）は西濃地域、夏秋トマト（７～10月）は飛騨地域を中心に栽培
・主な出荷先は、地元岐阜に2割、愛知へ2割、京阪神へ4割、東京へ1割ほど

生産量は、１万2,600トン（平成16年産） 年間県民消費量の537％を生産
・岐阜市 高山市 飛騨市が主な産地

ほうれんそう

主要野菜の京阪神市場への出荷割合はトマト4割、ほうれん
そう5割、だいこん2割、えだまめ3割

岐阜市、高山市、飛騨市が主な産地
・主な出荷先は、地元岐阜に2割、愛知へ１割、京阪神へ５割ほど

生産量は、３万400トン（平成16年産） 年間県民消費量の400％を生産
・郡上市、岐阜市、高山市が主な産地
・主な出荷先は、地元岐阜に６割、大阪へ2割、愛知へ１割

だいこん

生産量は、2,350トン（平成16年産） 年間県民消費量の213％を生産
・岐阜市、安八町が主な産地
・主な出荷先は、地元岐阜に４割、大阪へ３割、愛知、京都、兵庫がそれぞれ1割

えだまめ

資料：「もっと身近に岐阜の野菜を」 H18.7 岐阜農政事務所
作物統計調査、青果物卸売市場調査、家計調査

県民消費量の換算は、総務省家計調査結果の1人当たり
品目別購入量（岐阜市）を基に試算
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岐阜県産の主要野菜は、大阪市中央卸売市場（本場）において出荷期
間中の大部分で占有率第1位を占めており、重要な地位を確立

トマト t

７月 ８月 ９月 10月 計

全体入荷量 6,447 7,047 6,011 4,706 24,211

岐阜県産 813 2,478 1,882 1,511 6,684

シェア 12.6% 35.2% 31.3% 32.1% 27.6%

１位 北海道 北海道 岐阜 岐阜
２位 岐阜 岐阜 北海道 茨城

３位 熊本 愛媛 茨城 北海道

t

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 計

占有率
第1位

ほうれんそう

占有率
第1位

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 計

全体入荷量 1,421 1,349 1,016 945 1,021 1,774 7,526

岐阜県産 558 786 736 715 649 707 4,151

シェア 39.3% 58.3% 72.4% 75.7% 63.6% 39.9% 55.2%

１位 岐阜 岐阜 岐阜 岐阜 岐阜 岐阜
２位 奈良 奈良 奈良 北海道 奈良 徳島

３位 大阪 兵庫 北海道 奈良 和歌山 奈良

kg

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 計

全体入荷量 47,566 117,501 188,976 156,966 88,257 599,266

岐阜県産 7,685 44,630 89,045 79,608 37,157 258,125

シェア 16.2% 38.0% 47.1% 50.7% 42.1% 43.1%

１位 岐阜 徳島 岐阜 岐阜 岐阜
２位 静岡 岐阜 徳島 徳島 山形

３位 徳島 静岡 兵庫 山形 秋田

（台湾35t）

資料：平成18年大阪市中央卸売市場年報（大阪市）
大阪市中央卸売市場ＨＰより
平成18年京阪神市場における青果物の動向と
岐阜県産青果物の課題(H19.3)

（岐阜県大阪事務所(農産物情報センター））

えだまめ

占有率
第1位
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7,328
(100)

6,896
(94)

7,000

8,000

9,000

県産主要農産物の京阪神市場での販売実績は、ほうれんそう
で横ばい、トマトは微減、特にだいこんは大きく減少

○対平成9年比、ほうれんそうは100、トマトは94、えだまめは70、だいこんは48
○岐阜県産の野菜を望む声は市場関係者、量販店から多い

トマト

主要県産農産物の販売実績（京阪神市場（大阪市場駐在扱い*））

・秋冬だいこんの単価下
落と大阪出荷の打ち切り
・１キロ単価

4,476
(100)

4,471
(100)

6,075
(100)

2,930
(48)

1,010
(100)

703
(70)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
販
売
数
量
（
ｔ
）

えだまめ

だいこん

ほうれんそう ＊
大阪市中央卸売市場
同 東部市場
大阪府中央卸売市場
大阪木津地方卸売市場
大阪南部合同卸売市場
京都市中央卸売市場第一市場
神戸市中央卸売市場本場
神戸市中央卸売市場東部市場
尼崎市中央卸売市場
明石市公設地方卸売市場
奈良県中央卸売市場

11卸売市場

資料：平成18年京阪神市場における青果物の動向と岐阜県産青果物の課題(H19.3)
岐阜県大阪事務所(農産物情報センター）、 大阪市中央卸売市場年報（大阪市）

キ 単価
H15:73円→H16：100円

→H17：59円→H18：49円
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656

803
(100)

683
(85)

700

800

900

単

県産主要農産物の京阪神市場での販売実績単価は、10年前
と比較して９％～１５％低下

○対平成9年比、ほうれんそうは9１、トマトは８６、えだまめは８５、だいこんは８７

えだまめ

主要県産農産物の販売実績単価（京阪神市場（大阪市場駐在扱い））

400
(100) 342

(86)

656
(100) 598

(91)

123
(100)

107
(87)0

100

200

300

400

500

600単
価
（
円

/
k
g
）

だいこん

トマト

ほうれんそう

資料：平成18年京阪神市場における青果物の動向と岐阜県産青果物の課題(H19.3)
岐阜県大阪事務所(農産物情報センター）、 大阪市中央卸売市場年報（大阪市）
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2,935 2,673
(91)

2,500

3,000

3,500

販
売

県産主要農産物の京阪神市場での販売金額は、ほうれんそう
27億円、トマト24億円

ほうれんそう

主要県産農産物の販売実績単価（京阪神市場（大阪市場駐在扱い））
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(81)
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百
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資料：平成18年京阪神市場における青果物の動向と岐阜県産青果物の課題(H19.3)
岐阜県大阪事務所(農産物情報センター）、 大阪市中央卸売市場年報（大阪市）
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県内における朝市・直売所（有人）は232箇所で、
販売金額は89億円と前年比18億円の増加

○ １箇所当たりの販売金額は3,800万円と増加している

設置箇所数

販売金額

25.1

34.5

0

50

100

0.0

20.0

40.0

)円)

販売金額増加の主な理由
・大型直売所の新設（例「とれった広場」(可児市)）
・生産者会員数の増加により品揃えが充実

朝市・直売所実態調査（県農政課調査）
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農業従事者
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304,585

104,519

40,069 54.5

68.0
72.4

60.0

80.0

100.0

200,000

300,000 6
5
歳
以
上
の
基
幹 （％

農
業
従
事
者
数
、

基
幹
的
農
業
従

農業従事者、農業就業人口は減少し、基幹的農業従事者の
高齢化は進んでいる

本県の現状

基幹的農業従事者数

農業従事者数

農業就業人口

65歳以上割合

130,694

66,102

40,706

31.7

38.8

0.0

20.0

40.0

0

100,000

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

幹
的
農
業
従
事
者
割
合

％
）農

業
就
業
人
口
、

従
事
者
数
（
人
）

農業従事者：15歳以上の世帯員で年間1日以上自営農業に従事した者

基幹的農業従事者：自営農業に主として従事した世帯員のうちふだんの主な状態が「主に仕事（農業）」である者

農業就業人口：自営農業のみに従事した者または自営農業以外の仕事に従事していても年間労働日数でみて自営農業が多い者

資料：農林業センサス
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農業を支える担い手は、主たる仕事として農業に従事してい
る「基幹的農業従事者｣であり、約４万人。

農 事

産業としての農業を
支える人々

農業従事者：130,694人

2005農林業センサスより

基幹的農業従事者
４０，７０６人

農業就業人口：66,102人

多面的機能を果たす、
有用な農地を支える人々

21



本県の現状

農業の主たる担い手である「基幹的農業従事者」は著しく高
齢化。岐阜県では７２％が高齢者であり、全国の５８％と比
べ高齢化が進んでいる。

基幹的農業従事者の年齢構成（2005農林業センサス）

全国
単位：人

岐阜県
単位：人

前期高齢者

（65～74歳）
825,146

37%

後期高齢者

（75歳以上）
461,524

21%

その他の年代

954,002
42%

前期高齢者（65～74歳）
16,423

40%

後期高齢者（75歳以上）
13,066

32%

その他の年代

11,217
28%
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0.07

0.08

0.09

0.1

各年齢別人口に対する世代（生まれ年）別農業就業率

（岐阜県・国勢調査（1980～2005））

S1-S5

S6-S10

S11-S15

昭和ヒトケタ世代

戦前・戦中生まれ世代は定年後帰農する傾向が顕著であるが、後の世代
になるにつれ就業者は低下傾向。(なお70歳以降就業者は急速に低下)
一方、戦後生まれ世代は過去の世代に比べ就業者が顕著に低い。

0
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0.05
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15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳

S11 S15

S16-S20

S21-S25

S26-S30

S31-S35

S36-S40

S41-S45

S46-S50

S51-S55

S56-S60

昭和11～20年生

戦後生れ世代
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新
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者
数
（
人

新規参入

Ｕターン

新規学卒

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18
25 32 25 36 32 38 38 51 55 56 52 45 56 55 40 38 55

本県における新規就農者数は、毎年50人前後で推移、
平成18年は55人

新規就農者数の推移

0

10
22 20

11
18 18 21

25
29

13
17

12 12 11 12 14 14
18

）

＊平成8年度までの新規就農者数は40歳未満のみの数値。平成9年度以降は、65歳未満の数値。

＊新規学卒：学校を卒業し、他の職業を経ずに就農した者。

＊Ｕターン：農家出身者であるが、多産業に従事し、その後離職して就農した者。

＊新規参入：非農家出身者で就農した者。

県農業振興課調べ

1位 2位 3位 4位 5位

経営課題 所得が少 技術が未熟 労働力不足 営農資金少 販売不良

59.0% 44.5% 35.5% 29.3% 28.5%

求められる支援策 営農資金の支援 技術指導 地域農家からの支援就農前の支援体制 農地の斡旋紹介

59.5% 58.7% 37.3% 36.5% 34.9%

平成14年度 新規就農者の就業状況に係る調査(農林水産省）
24



農 家
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販売農家：経営耕地面積が30アール以上または
農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。

主業農家：農業所得が主(農家所得の50%以上が農業所得）で、
65歳未満の自営農業従事60日以上の世帯員がいる農家

準主業農家：農外所得が主(農家所得の50%未満が農業所得）で、
65歳未満の自営農業従事60日以上の世帯員がいる農家

副業的農家：65歳未満の自営農業従事60日以上の者がいない農家

農家：経営耕地面積が10a以上の農業を営む世帯または
農産物販売金額が年間15万円以上ある世帯

主業農家
3,530戸(4)

準主業農家
7,892戸(10)

副業的農家
33,393戸

(43)

販売
農家

44,815戸
(57)

農家
78,459戸

(100)

本県の主・副業別農家数

自給的農家：経営耕地面積が30アール未満かつ
農産物販売金額が50万円未満の農家をいう。

土地持ち非農家：農家以外で、耕地及び耕作放棄地を
合わせて5a以上所有している世帯

自給的農家
33,644戸

(43)

土地持ち
非農家

28,180世帯

農家及び土地持ち非農家以外で
耕地面積、耕作放棄地を5a未満所有

(100)

資料：2005農林業センサス

販売農家のうち主業農家は3,530戸
土地持ち非農家は28,180世帯
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本県の農家は、全国と比較して、自給的農家及び販売農家
のうち副業的農家割合が高い

販売農家 57.1%

副業的農家42.6%
自給的農家 42.9%岐阜県

農家の割合 全国比較

副業的農家42.6%

主業農家4.5% 準主業農家10.1%

68.9

15.1 15.6 38.3
自給的農家 31.1%全国

2005農林業センサス
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1990年 1995年 2000年 2005年
平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 対平成2年

農家(戸） 99,394 91,435 84,764 78,459 △ 20,935
販売農家 68,074 62,076 55,340 44,815 △ 23,259
自給的農家 31,320 29,359 29,424 33,644 2,324

土地持ち非農家(世帯） 17,210 19,640 24,622 28,180 10,970
合 計 116,604 111,075 109,386 106,639 △ 9,965

土地持ち非農家の増加

販売農家の減少
H2年対比23,259戸の減少

自給的農家の増加
H2年対比2,324戸の増加

販売農家、自給的農家、土地持ち非農家数の推移

販売農家は減少し、自給的農家、土地持ち非農家が増加

○農業従事者の高齢化により、農業経営規模が縮小したため、定義を満たさなくなった販売農家
が、自給的農家や土地持ち非農家へ移行

移
行

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年

68,074
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55,340

44,815

31,320
29,359 29,424

33,644

17,210 19,640
24,622

28,180

戸
数
、
世
帯
数(

戸
、
世
帯
）

土地持ち非農家の増加
H2年対比10,970世帯の増加

資料：農林業センサス

農家及び土地持ち非農家以外で
耕地面積、耕作放棄地を5a未満
所有する世帯の増加？
（統計データなし）

販売農家

自給的農家

土地持ち非農家
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販売農家
44,815戸

(100%)

販売なし 50万円未満 50 100
100～

主業
農家

準主業農家
副業的農家

33,393戸
(75%) 7,892戸(18%)

3,530戸
(8%)

農産物販売金額規模別の販売農家数 2005農林業センサス

農産物販売金額５00万円以上の販売農家は、
2,700戸で販売農家の６％
○販売金額1,000万円以上の販売農家は1,560戸で3.4% (H2年は2.4%)

販売なし

11,062戸
(25%)

50万円未満

20,016戸
(45%)

50～100
万円

500
万円

4,821戸
(11%)

6,215戸
(14%)

項 目 平成2年(1990年) 平成7年(1995年) 平成12年(2000年) 平成17年(2005年)

戸数 割合 戸数 割合 戸数 割合 戸数 割合
(戸） (%) (戸） (%) (戸） (%) (戸） (%)

販売なし 7,564 11.1 6,735 10.8 9,325 16.9 11,062 24.7
0～100万円未満 47,688 70.1 43,127 69.5 37,446 67.7 26,231 58.5
100万円以上500万円未満 9,442 13.9 8,668 14.0 5,443 9.8 4,821 10.8
500万円以上1,000未満 1,759 2.6 1,666 2.7 1,445 2.6 1,141 2.5
1,000万円以上3,000万円未満 1,230 1.8 1,423 2.3 1,260 2.3 1,149 2.6
3,000万円以上 391 0.6 457 0.7 421 0.8 411 0.9
合計 68,074 100 62,076 100 55,340 100 44,815 100

農産物販売金額規模別販売農家数の推移 農林業センサス
500～1,000万円

1,141戸(3%)

1,000～3,000万円
1,149戸(3%)

3,000万円以上
411戸(1%)

販売金額1,000万円以上
農家数1,560戸
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施設野菜

果樹類
2,526 (8%)

花き・花木

505 (2%)

酪農

237 (1%)
肉用牛

491 (1%)
養豚

52 (0%)
養鶏

142 (0%)

その他
628 (2%)

農産物販売金額１位の部門別経営体数（販売農家）

複合経営
2,244
(9%)

単一経営
22,333
(91%)

販売農家のうち農産物販売金額1位の部門別類型では、稲作が全体の73%
稲作経営では、単一経営が91%を占める

稲 作
24,577
(73%)

工芸農作物
742 (2%)

露地野菜

2,386 (7%)

施設野菜
1,460 (4%)

全体 33,746経営体

資料：2005農林業センサス

稲作以外の単一経営率
露地野菜 ６３％
施設野菜 ６６％
果樹類 ６９％
酪農 ８１％
肉用牛 ７２％
養豚 ８１％
養鶏 ８７％

畜産は

単一経営
率が高い
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農産物販売金額１位の経営体数（販売農家）

17,889

4,873

1,313
236 127 54 32 27 12 9 3 2

0

5,000

10,000

15,000

20,000

経
営
体
数

稲作販売金額規模別経営体数
稲作経営では、
○販売金額100万円
未満が22,762経営
体で全体の93%

○経営耕地面積1.5ha
未満が22,868経営
体で全体の93%

○販売金額1,000万円
以上が53経営体で

全体 24,577経営体

6,729

12,420

3,719

937
296 115 124 73 65 34 32 16 5 6 3 1 2

0

5,000

10,000

15,000

経
営
体
数

経営耕地面積別経営体数 稲作

以上が53経営体で
全体の0.2%

○経営耕地面積
10ha以上が65経
営体で全体の0.2%

全体 24,577経営体

資料：2005農林業センサス
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農産物販売金額１位の販売金額別経営体数（販売農家）

47
83

172 164

289

187 179 179

66 66

26
2

0

100

200

300

400

経
営
体
数

施設野菜

全体 1,460経営体

施設野菜では、
○販売金額100万
円～1,500万円
が1,170経営体
で全体の80%

○販売金額1,000
万円以上が339
経営体で全体
の23%

462

315

390

212

284

164 165 165

83 81
54

9 2
0

100

200

300

400

500

経
営
体
数

露地野菜

全体 2,386経営体

露地野菜では、
○販売金額500万
円未満が1,663
経営体で全体の
70%

○販売金額1,000
万円以上が394
経営体で全体の
17%

資料：2005農林業センサス
32



主要野菜生産者の概況

全国農業協同組合連合会岐阜県本部
生産販売会議資料 H19.6.15現在主要品目の生産者数、栽培面積（ＪＡ系統共販）

夏秋トマト生産では、1人当たりの栽培面積は平均26a、冬春トマトでは32aと
いう生産者が県内の主要産地を支えている

主な産地 生産者数(人) 栽培面積(ha) 1人当たり栽培面積(a/人) 備考

平成18年 平成19年 H19/H18 平成18年 平成19年 H19/H18 平成18年 平成19年 H19/H18

夏秋トマト 高山市、飛騨市 698 690 99% 175 176 101% 25.0 25.5 102%

冬春トマト 海津市 109 107 98% 34 34 99% 31.6 31.7 100%

トマト計 807 797 99% 209 210 100%

夏ほうれんそう 高山市 546 544 100% 916 929 101% 167.8 170.7 102%年間5～6作

冬春ほうれんそう 岐阜市 276 270 98% 80 81 101% 29.1 30.1 103%

ほうれんそう計 822 814 99% 996 1010 101%

夏だいこん 郡上市、高山市 46 42 91% 134 123 92% 291.3 292.9 101%

春だいこん 岐阜市、各務原市 151 139 92% 58 51 88% 38.4 36.7 96%

秋冬だいこん 岐阜市、羽島市 99 84 85% 22 19 86% 22.2 22.6 102%

だいこん計 296 265 90% 214 193 90%

えだまめ 岐阜市 370 364 98% 240 238 99% 64.9 65.4 101%

「トマト」 ： 規模拡大者あり、高齢化によるリタイアあり
「ほうれんそう」 ： 重量野菜からの転向者あり、高齢化によるリタイアあり
「春だいこん・秋冬だいこん」 ： 市街化区域での農地減少、特に秋冬だいこんでは、市場価格の下落

（量の集中）（H16年100円/kg→H18年49円/kg）による栽培面積の減
「えだまめ」 ： 市街化区域での農地減少、高齢化によるリタイアあり
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農産物販売金額１位の販売金額別経営体数（販売農家）

817

616 584

205
137

65 47 38 11 6
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200
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800

経
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体
数

果樹

全体 2,526経営体

果樹では、
○販売金額200万
円未満が2,017
経営体で全体の
80%

○販売金額1,000
万円以上が55経
営体で全体の2%

65 62

71

39

55

35 33

48

23 24

33

11
5

0 1
0

20
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80

経
営
体
数

花き・花木

全体 505経営体

花き・花木では、
○販売金額規模が
ばらけている

○販売金額1,000
万円以上が145
経営体で全体の
29%

資料：2005農林業センサス 34



農産物販売金額１位の販売金額別経営体数（販売農家）
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4

18
24 23

53

66

19

2
0

20

40

60

経
営
体
数

酪農

全体 237経営体

酪農では、

○販売金額1,000
万円以上が187
経営体で全体の
79%

19

35

83

51

63

30 27

36

23

36
29

41

18

0

20

40

60

80

経
営
体
数

肉用牛

全体 491経営体
肉用牛では、
○販売金額規模が
ばらけている

○販売金額1,000
万円以上が183
経営体で全体の
37%

資料：2005農林業センサス 35
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経
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農産物販売金額１位の販売金額別経営体数（販売農家）

養豚

全体 52経営体

養豚では、

○販売金額1,000
万円以上が46経
営体で全体の
88%

3
2

6
4

7

10 10

15

12

20
21 21

9

2

0

5

10

15

20

25

経
営
体
数

養鶏

全体 142経営体

資料：2005農林業センサス

養鶏では、
○販売金額1,000
万円以上が100
経営体で全体の
70%
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高齢者の割合が高い農業は稲作。一方畜産、施設野菜、花き
等は比較的高齢者の割合が低い。露地野菜はその中間。

農林中金総合研究所レポート
「後期高齢者への依存強める日本農業」（2007.7）より 37



プロの農業経営体
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本県の現状

農業を職業とするプロの農業経営者である認定農業者数は、平成18
年1,993経営体で、平成６年と比較して1,800経営体以上増加
○ 50歳未満は600人で全体の35%

2,000
1,533

1,600 1,653
1,748

1,791 1,993

認

認定農業者数の推移

認定農業者：市町村が地域の実情に即して定めた効率的かつ安定的な農業経営の目標を目指し、農業者が作
成した農業経営改善計画を市町村が認定した農業者

50歳～54歳

55歳～59歳

60歳～64歳

65歳以上

年齢別(H18)

0

500

1,000

1,500

119

706
892

1,012
1,121

1,275
1,411

1,533
定
農
業
者
数
（
経
営
体
）

県農業振興課調べ

認定農業者の具体的な目標として、他産業従事者と遜色のない所得を他産
業並みの労働時間で達成することとし、主たる従事者の一人当たり農業所得
はおおむね500万円とし、労働時間は1,600～2,000時間とする。
「農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針」H18.2岐阜県

0 100 200 300 400

29歳以下

30歳～34歳

35歳～39歳

40歳～44歳

45歳～49歳

認定農業者数（人）
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販売農家
44,815戸

(100%)

主業
農家

準主業農家
副業的農家 33,393戸(75%)

7,892戸(18%)
3,530戸

(8%)

販売農家の主副業別の農業所得
その他は、2005農林業センサス

主業農家の農業所得は都府県平均で3,860千円
経営規模10ha以上で9,062千円

農業所得 1,235千円
（東海 1,292千円）

農業所得
628千円

農業所得
300千円

農業所得は平成17年で農業経営統計調査

認定農業者数は平成18年で県農業振興課調査

農業所得4,143千円
(北海道6,731千円)
(都府県3,860千円)

(東海5,054千円)

主業農家の規模別農業所得（都府県）

2,542 3,023 3,425 3,852
4,637 5,186

6,765 7,185

11,032

13,413

9,062

0

5,000

10,000

15,000主
業
農
家
の
農
業
所
得(

千
円
）

経営規模(ha)

認定農業者1,993経営体

認定農業者にいる農家1戸当たり
農業所得 4,937千円(全国)

本県の経営耕地面積
10ha以上農家数89戸
5ha以上農家数290戸
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本県の現状

急速に地域農業の守り手としての存在感を示しはじめた
ＪＡ出資法人！ 県内では現在１３法人が設立

ＪＡ別のＪＡ出資法人

ＪＡ名 ＪＡ出資法人名 設立年月日

1岐阜市 (有)援農ぎふ 14.7.1

2各務原市 (有)グリーンサポートかかみの 16.12.22

3羽島市 (有)アグリサポートはしま 16.8.18

4岐阜南 なし

JA出資法人とは、JAが資本を出資して設立された農業生産法人（農地を所有して農業を
行うことが出来る会社）で、農作業の受託や農地の受託（賃貸借）を行うJAの子会社

(有)援農ぎふ
H18作業受託面積
耕起67ha、代掻き43ha、
植え 収穫

ＪＡ出資法人の主な活動概要

4岐阜南 なし

5本巣郡 (有)グリーンサポートもとす 17.8.12

6岐阜北 なし

7西美濃 (有)ＪＡにしみの興農社 16.7.23

8いび川 (有)サポートいび 14.7.9

9めぐみの (有)中濃農産 18.3.31

(有)アグリサービス郡上 17.7.8(増資年月日）

(有)おくみの農援隊 17.2.2

(有)アグリアシストみのかも 17.11.21

(有)土利夢ファーム可児 17.11.1

10陶都信用 なし

11東美濃 (有)サポートひがしみの 16.8.6

12飛騨 (有)ＪＡひだ農業生産法人 17.3.22

13法人

田植え95ha、収穫171ha
岐阜市生産組織実態調査より

(有)アグリサポートはしま
作業料金10a当たり
機械田植11,025円、コンバイン収
穫21,000円（割増の場合あり）
（有）アグリサポートはしまHPより

13法人の平成18年利用集積*
見込み 820ha

＊利用権設定面積＋作業受託面積(のべ作業
受託面積÷3(基幹作業数))

岐阜県農業協同組合中央会資料より
41



一般企業等の農業参入事例

特区の全国展開
農業経営基盤強化促進法に基づく
特定法人貸付事業

岐阜ジェイエイライン株式会社
(現 岐阜県ＪＡビジネスサポート株式会社）

・高山市国府町において、実バラや古代米を
栽培
・参入時期：平成16年12月
営農状況：実バラ149a 古代米10a

乾建設工業株式会社 (養老町）
・自社の遊休資産の活用方法を模索し、天
候に左右されず売れる野菜を生産する植
物工場を建設
・目指すところは、医薬医療効果穀物・野
菜（機能性植物）の生産販売

「中部地域における建設産業の再生に向けて」
200 公的支援制度 覧

取扱注意

・営農状況：実バラ149a 古代米10a

*実バラ･･･「花」でなく「実」を観賞するバラ。リース
やブーケ、テーブル花などとして重宝されている。

ＮＰＯ法人フラップハウス
・下呂市において、ほうれんそうを栽培
・参入時期：平成1９年３月
・営農状況：野菜28a

◇（株）奥田建設：わさびの栽培
◇瀬上建設（株）：中山間地の耕作放

棄地を利用した大豆・ソバの栽培
◇（株）三島組：農作業の受託と農地

の造成・修繕工事
◇（有）田中土木：チョウザメの養殖
◇道下建設（株）：ダチョウの飼育
◇（有）和仁建設：有機野菜（トマ

ト・シソ）、米の栽培

「岐阜県版 建設業再生再編に関する提言」
（社）岐阜県建設業協会 H19.2より抜粋

-2007公的支援制度一覧-
中部地区建設産業再生支援協議会資料より抜粋

岐阜市場仲卸「カネ井青果」が農業生産法人を設立
（H19.5.10中日新聞）
高山市でほうれんそうなど栽培予定

県農業振興調べ(H18年度)

42



株式会社サラダコスモ
ＨＰより
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わかばフーズ株式会社
ＨＰより
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農地の現状
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本県の現状

耕地面積は、年々減少してきたが、近年は5万9千haと
ほぼ横ばい

耕地面積の推移

耕地とは、農作物の栽培を目的とする土地のことをいい、けい畔
（たん水設備）を含む。田と畑（普通畑、樹園地、牧草地）の合計

10.0

12.0

9.8
8.9

7.9 7 5耕

資料：耕地面積調査

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0
7.9 7.5 7.1 6.8 6.4 6.0 5.9 5.9 5.9 5.9

耕
地
面
積
（
万

h
a
）

平成17年 平成18年

耕地面積 59,100 59,100

うち田 45,500 45,400

うち畑 13,600 13,700

拡張 709 239

かい廃 710 257

単位：ha
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耕作放棄地調査結果

平坦地域
366ha(22%)

中山間地域
1,267ha(78%)

農振
202ha

農振
外

165ha

農振
876ha

農振外
392ha

耕作放棄地面積
1,634ha

農振農用地区域内
1,078ha(66%)

農振農用地区域外
557ha(34%)

耕作放棄地調査（H19.3 県農業振興課調査）

耕作放棄地面積

耕作放棄地面積のうち
中山間地域での発生は
全体の78%

トラクターで手を加え
れば活用できる等「活
用が容易」な面積は全
体の40％

本格的な基盤整備をし

活用が容易
664ha(40%)

活用が困難
631ha(38%)

183ha 481ha 463ha

未回答
369ha
(22%)

耕作放棄地面積
1,665ha

耕作放棄地調査（H18.3 県農業振興課調査）

169ha

そのまま活用できる

トラクターで手を
加えれば活用できる

本格的な基盤整備をし
なければ活用できない

活用の見込みがない

本格的な基盤整備を
なければ活用できない
等「活用が困難」な面
積及び未回答の面積は
全体の60%

高齢化・労働
力不足

農産物の価
格低迷

農地の受け
手なし

生産調整で
不作付

基盤整備が
未整備

土地条件が
不良

基幹作物なし
鳥獣害が多
発

88.0% 43.4% 26.5% 24.1% 22.9% 22.0% 18.9% 17.7%

【参考】 平成14年全国農業会議所調べによる耕作放棄地発生原因 （複数回答）
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耕作放棄地面積(H19.3) 耕地面積 (参考）

市町村名 農振農用地区域 農振以外 計 (H17) 耕作放棄地率

岐阜県 1,077.4 556.3 1,633.6 59,100 1.5

岐阜圏域 59.6 10.2 69.8 12,600 0.6

西濃圏域 107.5 49.0 156.4 17,900 0.9

中濃圏域 388.3 369.4 757.7 11,800 6.4

東濃圏域 246.0 60.5 306.5 9,030 3.4

飛騨圏域 276.0 67.2 343.2 7,810 4.4

耕作放棄地発生率は、中濃圏域で最も高く、岐阜圏域・西濃圏域で１％
未満と低い
土地持ち非農家率は、中濃圏域で最も高く、西濃圏域、飛騨圏域と続く

飛騨圏域 276.0 67.2 343.2 7,810 4.4

市町村名 総農家数 土地持ち非農家数 計 土地持ち非農家割合

岐阜県 78,459 28,180 106,639 26.4

岐阜圏域 18,921 5,801 24,722 23.5

西濃圏域 18,832 7,273 26,105 27.9

中濃圏域 18,411 7,903 26,314 30.0

東濃圏域 12,796 3,897 16,693 23.3

飛騨圏域 9,499 3,306 12,805 25.8

資料：耕作放棄地面積は県農業振興課調査、耕地面積は耕地面積調査

資料：2005農林業センサス

耕作放棄地率＝耕作放棄地面積（H19.3)／耕地面積(H17)とした
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本県の現状

本県農業・農村が持つ多面的機能の評価額は、年間1,455億円
うち中山間地域は53%の777億円

○県民一人あたり約７万円に相当する恩恵
○多面的機能の県民認知度（平成18年度農地計画課実施のアンケート調査）は２５％と低い

岐阜県農業・農村の多面的機能評価額

洪水防止

機 能

641 326

評価額
(億円/年） 平坦地域

315
中山間地域

洪水防止機能
●雨水を一時的に貯留し、時間をかけて
徐々に下流に流し、洪水を防止・軽減
【事例】
・県の農地全体で、約1億ｍ の水を貯水
でき、これは阿木川ダム貯水能力4,800

３

土壌浸食防止

土砂崩壊防止

水源かん養

洪水防止

有機性廃棄物処理

大気浄化

気候緩和

保養休養・やすらぎ

合計

49 16
24 13

521 244
641 326

10 4
1 0.6

33
11

277
315

6
0.4

2 1
207 73

1,455 678

1
134
777

「食料・農業・農村基本問題調査会」で示された代替法により試算
（H18.3県農政部算出）

中山間地域の重要性
50

水源かん養機能
●地下に浸透した水は、下流域の生活用
水や工業用水として活用
【事例】
・県の農地全体で年間6.5億ｍ の水資源
を育み、これは徳山ダムの貯水量6.6億
ｍ と同等程度

万ｍ 2基分に相当
・徳山ダムの洪水調節容量（約1.23億
ｍ ）に匹敵

３

３

３

３



２ 今後懸念されること
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＜将来推計方法＞

○農林中金総合研
究所レポート（後期高
齢者への依存強める
農業・2007.7）による
基幹的農業従事者
の将来推計を参考
に、コーホート変化率
法により推計した

農業の主たる担い手である「基幹的農業従事者」は高齢化が進んでおり、
このままの傾向が続けばさらに減少が進む。2035年には約1万3千人に。

農業の担い手（基幹的農業従事者）の見通し 取扱注意

45,759

40,706

35,123

35 000

40,000

45,000

50,000

基幹的農業従事者の将来推計

75歳以上

65～74歳

（人）

推計値

法により推計した。

○コーホート変化率
は農林業センサスに
よる年齢別基幹的農
業従事者数により、
産出した。なお、変化
率が過去の傾向と
大きく異なる場合に

は国勢調査の農業
就業者の傾向を参

考に調整を加えてい
る。

○若年層の従事者に
ついては、将来の若
年人口の減少傾向に
合わせ調整した。

29,466

24,530

20,245

16,459

13,264

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

40～64歳

40歳未満
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販売
農家

42,272h
a

(100)

35,915
ha

(83%)

経営
耕地

43,147
ha

(100%)

主業農家
3,530戸(4)

準主業農家
7,892戸(10)

副業的農家
33,393戸

(43)

販売
農家
44,815
戸

(57)
農家

78,459
戸

農家及び土地持ち非農家数 所有農地面積（推計）

販売
農家

33,904
ha

(64%)

所有
農地

経営耕地面積（推計）

自給的
農家

6,357ha
(15%)

2005農林業
センサス

農家経営の
構造が変化
する

土地持ち
非農家世帯が
所有する農地
は、
8,601ha ( ) ( )( )

5,528
ha

(100%)

自給的農家
33,644戸

(43)

土地持ち
非農家

28,180世帯

農家及び土地持ち非農家以外で
耕地面積、耕作放棄地を5a未満所有

(100)

自給的
農家
10,111

ha
(19%)

土地持ち
非農家
8,601ha

(16%)

52,615
ha

(100%) 土地持ち
非農家

875ha
(2%)

(15%)

自給的
農家

1,511ha
(28%)土地持ち非農家

2,406ha(44%)
耕作放棄地面積

販売農家
1,571ha

(28%)

（１６％）

今後、ますま
す土地持ち非
農家が所有す
る農地が増加
することが予
想される

データなし
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準主業農家

副業的農家

自給的農家

貸したい

借り手あり 自ら経営

土地持ち非農家
の所有農地

貸したくない
（貸せない）

耕作放棄地

借り手なし 自ら経営できない

耕作放棄地

近い将来

耕作放棄地貸付耕地貸付耕地

土地持ち非
農家予備軍

不在地主

□所有者が遠距離で
連絡が取れない

□所有者が不明
□相続にかかる権利
関係者多数あり同
意が集められない

① ②

③

②

（需要がある） （需要がない）

（需要がある） （需要がない）

行政の支援

耕作放棄地 耕作放棄地耕作放棄地貸付耕地貸付耕地

●受け手組織がない
●ほ場（田、畑）の条件
が悪い
◇既に耕作放棄地と
なっている

◇規模が小さい
◇傾斜がきつい
◇水がない など

農地流動化
の促進！

所有農地 52,615ha(100%)
農家 33,904ha(84%)

土地持ち非農家の所有農地 8,601ha

耕作放棄地
2,406ha(28%)

貸付耕地
5,320ha(62%)

経
営

875ha(10%)

・認定農業者、農業法人等への集
積による大規模経営化の促進

・集落営農組織等の受け手組織の育成促進
・中山間地域等直接支払制度の活用による集落協定
の締結（集落で農地を守る）
・牛の放牧 ・援農ボランティア活動の実施
・基盤整備の実施 ・農外企業の参入促進

意が集められない
・・・

◆中山間地域等直接
支払制度の協定未
締結、縮小

◆土地改良事業の合
意形成に支障
◆公共用地買収に支
障

想定される影響
・特定利用権の設定
（農振農用地内の農用地を
共同利用地として設定）

いかに借り
手に土地を
繋ぐか

①②
③

農林業センサス
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農業 担 組織 経営

水田農業経営における担い手組織育成の優良事例 -海津市-
○農地の流動化を促進し、担い手へ農地をブロックで集積

農振農用地(H18.3.31) ほ場整備
面積

(H19.3.31) 大区画ほ場
*整備面積

(H19.3.31)

水田 畑 計 整備率 整備率

旧町名 (ha) (ha) (ha) (ha) (%) (ha) (%)

海津町 1,841 111 1,952 1,952 100 1,678 86

平田町 703 149 852 735 86 584 69

南濃町 446 229 675 214 32 72 11

計(海津市） 2,990 489 3,479 2,901 83 2,334 67

耕地面積

水田 畑 計

(ha) (ha) (ha)

3,140 632 3,770

平成17年耕地面積調査

＊大区画ほ場：水田の標準区画50a以上
かつ用排分離がなされたもの

(参考）県全体の大区画ほ場整備面積は3,021ha。
海津市は2,334haで全体の77％を占め

る。

県農政部調査

水田農業の担い手組織の経営配置図
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県内での農業経営の主な優良事例（平成18年、19年）
○地域密着型の先駆的なモデル経営、さらなる地域貢献に期待

平成18年度第45回農林水産祭
「内閣総理大臣賞」

平成19年度第46回農林水産祭
「天皇杯」
部門：農産（水稲・麦・大豆）

海津市 有限会社福江営農

・地域密着をキーワードに地域内で耕作放棄地を
発生させないという信念から、作業効率が低下
するおそれがある農地も積極的に受け入れ、大
型機械を使い生産性向上や収量確保を実現

岐阜新聞 H19.11.24

平成18年度第45回農林水産祭
「日本農林漁業振興会会長賞」
部門：農産（水稲・麦・大豆）

海津市 有限会社平田パイロット

・大区画ほ場で水稲-麦-大豆の2年3作体型を行
い、生産性の高い大豆生産を実現。施設園芸
農家が自らの経営に専念できるなど地域農業
にも貢献

部門：畜産（肉用牛一貫経営）

下呂市 佐古 保 氏

・肉用牛の子牛生産から肥育までを一貫して行
う経営で、優秀な繁殖成績と肥育牛の肉質と
併せ、堆肥を利用した自給飼料生産が評価
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240,000

280,000

320,000

360,000

60,000

70,000

80,000

90,000

供給熱量

百万Kcal人口 千人

国民一日当たり供給食料の推移（食料需給表・供給熱量換算）

15～64歳人口

供給食料（熱量）

推計値。15～64歳人口
の伸び率に合わせ延長

食料消費量の見込み

今後15～64歳人口の減少に伴い、食料消費量も大きく減少し
ていくと見込まれる。（2035年で現在より２割程度減少）

取扱注意

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

昭和35 40 45 50 55 60 H2 7 12 17 22 27 37 42 47

15歳未満

15～64歳

＃推計に用いた将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所による「日本の将来推計人口」（平成18年12月推計） 57



S40: 2,458.7kcal

米

H17: 2,573.3kcal

食料消費は過去と比べ米が大きく減少、肉・油脂類が増加。将
来食料消費が減少するにつれ、米の消費量はさらに減少すると
考えられる。（米がさらに余る可能性あり）

米
44%

小麦
12%

野菜
3%

肉類
2%

魚介類
4%

油脂類
7%

その他
28%

米
23%

小麦
13%

野菜
3%

肉類
7%

魚介類
5%

油脂類
14%

その他
35%
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米の消費量が減少すれば単価下落の可能性がある
収益を維持するためには経営面積の増加が必要

米の価格下落に伴う売上高の減少
【例】 経営面積:3ha、単収:510kg(8.5俵)/10a、単価:260円/kg(15,600円/俵)

→売上高:3,978千円
↓

仮に単価が216円/kg(13,000円/俵)に下がった場合
→売上高:3,305千円 売上高670千円の減少
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最近の農業におけるトピック

食料自給食料自給
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我が国の食料自給率(カロリーベース)は、大きく低下し昭和50
年度に54％、平成10年度に40％となり、平成18年度は
39％と40％を割った
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（
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県内食料自給率 39

米 93

小麦 8

大豆 24

野菜 109

果実 36

肉類 35 (4)

牛乳・乳製品 26 (11)

鶏卵 309 (35)

県内食料自給率の推移

県内での品目別食料自給率は、米９３％、野菜109％、
果実36％、肉類35%

単位：％

平成18年品目別の食料自給率県独自計算

％
） （）内は、飼料自給率で換算

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

収
穫
量
（
ｔ
）

作
付
面
積
（
h
a
）

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

作
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）

小麦・大豆の作付面積と収穫量 水稲の作付面積と収穫量

収穫量（大豆）

作付面積

収穫量

収穫量（小麦）
作付面積（小麦）

作付面積（大豆）
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食料自給率が大きく低下した主な要因は、
・国内で自給可能な米の消費量が大幅に減少したこと
・コスト面での制約等から国内で生産が困難な飼料穀物や油糧原料(大豆、なたね)を
使用する畜産物や油脂類の消費が大幅に増加

畜産物、油脂
類の消費が大
幅に増加

米の消費量が
大幅に減少
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変化してきた食料消費
○45年前の昭和35年度と比べ、肉類や牛乳・乳製品を含む畜産物は4.3倍、油脂類
3.1倍に増加、米は大きく減少
○脂質の摂りすぎなどの栄養の偏りや食習慣の乱れによって肥満や生活習慣病の増加
が起こり社会問題となっている
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最近の農業におけるトピック

輸 出輸 出

65



本県から香港への「富有柿」輸出実績は、平成18年輸出
量21.6t、輸出額（国内出荷額）7,023千円と初年度(平
成16年)の500kgと比較して大幅に増加

香港での「富有柿」輸出のこれまでの取組

平成16年 平成17年 平成18年

岐阜県産取扱店舗 1店舗 1店舗 12店舗

輸出量

今後の方針
・富有柿及び加工食品の輸出の定着化
・中国本土輸出に向けた基礎調査、県内
輸出体制の構築を推進

単位：億円

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

2,759 2,789 2,954 3,310 3,739

日本の農林水産物の海外輸出額の推移

輸出量 500kg 9.8t 21.6t

輸出額（国内出荷額） 149千円 1,447千円 7,023千円

香港での販売額 592千円 5,596千円 9,439千円
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アジア各国では、高所得購買層が増加
～日本の農水産物等の購買力が上昇～

（出典：農林金融２００５年６月号（農林中金総合研究所）） 67



主な輸出品目の国別構成比
（1月～7月累計・金額ベース）
＃農林水産省ＨＰより

農産物の輸出は今後さらに拡大
できる可能性あり。岐阜県の強
みである、柿・桃・いちご等は
香港・台湾向けに輸出が進んで
いる。
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最近の農業におけるトピック

安全・安心安全 安心
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農業産出額の推移

安全・安心は消費者にとって今や当たり前
ぎふクリーン農産物と一般農産物との価格差はない
しかし、先に売れていく

ぎふクリーン農業生産登録面積の推移

8,000

10,000

12,000

7,483

9,580

生
産

ぎふクリーン農業は、化学合成農薬・化学肥料を慣行栽培
（平成6年）に比べてそれぞれ30%以上削減した栽培。

（ぎふクリーン農産物に
対する市場卸、量販店
担当者の声）

◇農薬・肥料の削減
は今や当たり前の時
代作付面積

県農業技術課調べ

0

2,000

4,000

6,000

8,000

209
808

1,718
2,512

3,734

5,178

産
登
録
面
積(

h
a)

代

◇認知度は低く、対
面販売してＰＲするこ
とが必要

◇栽培履歴等が確
認できるものが原則
であり、評価はする
が他県産との差はな
い

平成18年に実施した県政モニター調査での、
ぎふクリーン農業認知度は、２７％と非常に低い

作付面積
の17.7%
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2006年の中国からの生鮮野菜輸入数量は、前年比91%
と大幅に減少
○日本における残留農薬の確認

○中国国家質量監督検査検疫総局(CIQ)における葉物野菜等の残留農薬検査の強化

中国の類別野菜輸入の動向
生鮮野菜

中国の対応

月報野菜情報 2007.6

中国の対応
日本のポジティブリスト制度の対応策
として、輸出公司における自営農場の
導入・拡充及び自社検査態勢の整備の
推進、農産物品質安全法などの法整備
を進めている
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３ まとめ
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人口減少に伴い食料消費量が減少する=マーケットの縮小

高齢化がさらに進行するとともに現役世代も減少するので

農業従事者が減少する＝農業の担い手の減少

今後、本県農業において懸念されること

・消費者の減少による価格下落リスクが存在

・強い市場ニーズの存在（京阪神市場）プラス面

マイナス面

需要

供給

農業・農村・食料に対する関心の高まり

（１）大規模農家（産業としての農業）を支える人材供給がひっ迫する

（２）栽培したくともできない自給的農家等の所有農地が増える

（３）世代を追うごとに農業を知らない人々が増えていく

・産業としての農業の弱体化 ・耕作放棄地の増加

・自給食料の減少 ・農地の多面的機能の大幅な低下

プラス面

マイナス面

・農地の流動化の促進 ・農地の集積による規模拡大が可能

・地産地消志向がさらに高まってくる

・農業・農村に対する「いやし」を求める人々が増えるプラス面

・安全・安心志向はさらに高まっていく
73



Ⅰ 食料消費の減少に伴うマーケット縮小への対応

長期構想においてとるべき政策の方向性

①売れる農産物を作る

○利益率の高い農産物をつくる

②市場ニーズに応えられる、競争力ある農業を育てる（価格下落リスクの回避）

○高くとも売れる魅力ある農産物をつくる

○伝統野菜など隠れた資源を掘り起こす

○消費者の安全・安心志向に応える農産物をつくる

所 得

③新たなマーケットを開拓する

○地位が確立された市場に向けて安定的に出荷する（←持続的に経営できる体制への支援）

○マーケットシェアの高い農産物をつくる

○市場のニーズを生産に反映させる仕組みをつくる

○他の産地に打ち勝つための東海地域の連携づくり

○アジアをターゲットとした輸出拡大

○関東市場へのくいこみ

○食品・外食関連産業との連携

74



Ⅱ 農業従事者の減少への対応

④農業の担い手を育てる

⑤耕作放棄地を増やさない

○子どものころから農業に触れ合える機会づくり（食農教育）

○専門知識を持った人材と農業現場をつなげる仕組みづくり

○定年帰農者など新規に就農したいという意欲ある人々への支援

○雇用者として農業に従事しようとする人々への人材育成、マッチング

○農地の流動化を進める仕組みづくり

○農地の受託など集積の受け皿となる組織づくり

担い手

農 地

○農地を支えるインフラの適切な維持

Ⅲ 農業・農村・食料に対する関心の高まりの活用

⑦多様な農業参加のニーズを活力ある農村づくりにつなげる

○直売所の設置など地域における販売ルートの拡大

○市民農園など身近なところで農業に触れ合う機会の拡大

○滞在型農業など農村の交流消費の拡大

農 村

75

○農地を支えるインフラの適切な維持

⑥身近なところで自給できる食料の確保

○地産地消の推進

○地域で穫れた食材を味わい、楽しむ食育の推進



岐阜県

愛知県

人

金

農産物等にかかるすべてのニーズに応えることのできる組織（会社）の設立

ＭＩＣ
県域を超えた活動組織

マーケットイン-カンパニー

74でｶｯﾄｲﾝ

三重県

愛知県

ＮＰＯ

情報

大学
農業関連団体

生産者 弁護士
（法律の専門家）

消費者 流通関係者 食品産業
関連会社 その他団体・会社



他の産地に打ち勝つための
東海地域の連携づくり

野菜

果樹
新規品目
育成エリア米

米

畜産

畜産

輸出品目
育成エリア

・広域エリアでの食料確保
・広域での米の生産調整
・新規品目や輸出品目など目
的に見合った作物作付けエ
リアの設定

東京へ

北
陸
へ

MIC

二地域居住、
農村への移住

畜産

米

米

＊実際の栽培エリアとは異なる

果樹

野菜

野菜

果樹

リアの設定
・バイオエタノール用作物の
作付けエリアの設定
・流通チャネルの多様化
（海外、大都市圏市場、直
接消費者など）

・二地域居住、農村への移住
など

輸出

大阪へ

水
産

74でｶｯﾄｲﾝ



岐阜県育成品種「美濃娘」

ゆめのか

美濃娘

農産物の新たな商品化・ブランド化
おいしいいちごが
２種類食べたい！

１パックで２度
おいしい！

愛知県育成品種「ゆめのか」

ＭＩＣ

その他 飛騨牛 松阪牛

富有柿 次郎柿

産地間競争と産地間協調

木曽川水
コシヒカリ

長良川水
コシヒカリ

資源の組み合わせ

資源の保存と発見

コラボと戦

食材(広域）を使った弁当の開発

愛知県（園芸農産課）ＨＰより 74でｶｯﾄｲﾝ
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